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暮らせる年金の実現を求める意見書 

    

 高齢者の中で、所得が公的年金だけしかない世帯は約６０％にも

上る。お年寄りの生活を支える大きな柱は年金であり、老後生活に

おける年金の重要性は改めて確認するまでもない。 

 しかし、年金を受給していても低年金の場合が少なくない。高齢

者世帯の年間の所得分布は、１００万円未満が１５．７％であり、

６世帯に１世帯が１００万円未満である。また、１００万円から２

００万円未満は２７．１％である。特に高齢の女性単独世帯の所得

の低さは際立っており、３世帯に１世帯は年間所得が１００万円未

満であり、５０万円未満という世帯も３５万世帯にも上る。 

 所得が十分でないために、生活保護を受ける高齢者も増えており

（２００５年調査で全保護世帯の３８．７％）、日本の年金制度が高

齢期の貧困を防ぐという意味において、十分に機能していない実態

も指摘されている。 

 今後、高齢者の所得をどう保障していくのか、また明らかに生活

保護に比べて低い現行の老齢基礎年金の給付水準をどう見直してい

くかが、一つの課題となっている。 

 将来の安心をより確固としたものにするため、２００４年の年金

改革を踏まえ、「暮らせる年金」の実現を目指して、新たに創設され

る「日本年金機構」のもと、より安心で信頼できる年金制度へと改

革を進めるべく、国においては以下の点について特段の取り組みを

行うよう強く要望する。 

記 

１ 基礎年金の国庫負担割合を平成２１年４月から２分の１へ引き

上げること。 

２ 基礎年金の加算制度の創設や、受給資格期間の１０年間までの

短縮、追納期間の延長など無年金・低年金対策を拡充すること。 

３ 高齢者の就労を促進し所得向上に資するよう在職老齢年金制度

の見直しを行うこと。 
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４ 障害基礎年金等の配偶者、子の加算制度を見直すこと。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

平成２０年１２月１９日 

 

深 谷 市 議 会 

 

衆 議 院 議 長  様 

参 議 院 議 長  様 

内 閣 総 理 大 臣  様 

厚 生 労 働 大 臣  様 

 

 


